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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 

 

回次 
第106期 

第２四半期連結 
累計期間 

第106期 
第２四半期連結 
会計期間 

第105期 

会計期間 

自 平成21年 
  １月１日 
至 平成21年 
  ６月30日 

自 平成21年 
  ４月１日 
至 平成21年 
  ６月30日 

自 平成20年 
  １月１日 
至 平成20年 
  12月31日 

売上高 (百万円) 8,101 3,010 17,432

経常利益又は経常損失 
(△) 

(百万円) 91 △229 △440

四半期純利益又は四半期 
(当期)純損失(△) 

(百万円) 55 △229 △1,558

純資産額 (百万円) ― 4,723 4,753

総資産額 (百万円) ― 12,479 15,145

１株当たり純資産額 (円) ― 442.42 444.30

１株当たり四半期純利益 
又は１株当たり四半期 
(当期)純損失(△) 

(円) 5.24 △21.57 △146.48

潜在株式調整後１株 
当たり四半期(当期) 
純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 37.7 31.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,799 ― △78

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △165 ― △449

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,967 ― 773

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― 622 950

従業員数 (名) ― 902 932

(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第106期第２四半期連結累計期間及び第106

期第２四半期連結会計期間は潜在株式がないため、第105期は当期純損失であるため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業

の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成21年６月30日現在 

従業員数(名) 902 [ 84 ]

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間における平均雇用人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成21年６月30日現在 

従業員数(名) 505 [ 46 ]

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第２四半期会計期間における平均雇用人員であります。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 

電力システム 1,126 

社会システム 1,085 

情報システム 466 

情報・制御コンポーネント 242 

その他 261 

合計 3,180 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２ 金額は、販売価格によっております。 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

電力システム 1,115 4,719

社会システム 1,524 5,217

情報システム 458 384

情報・制御コンポーネント 252 101

その他 202 259

合計 3,553 10,683

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 

電力システム 1,008 

社会システム 1,054 

情報システム 432 

情報・制御コンポーネント 256 

その他 259 

合計 3,010 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

当第２四半期連結会計期間 

相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 

九州電力㈱ 841 28.0

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な

変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、本格的な景気回復はまだ不透明な状況にあ

りますが、基幹産業である自動車関連や電子部品業界において減産を緩和する動きなど出てまいり

ました。 

電機業界におきましても、国内外の急激な経済減速の影響を受け、生産調整や設備投資の抑制な

ど、急激に事業環境が悪化いたしましたが、生産・輸出の下げ止まりや公共事業などの景気対策の

効果により、経済減速は和らいでまいりました。しかしながら、製造業分野においては、ほとんど
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の業種で設備過剰感が続いており、当分の間は設備投資抑制が続くものとみられております。 

このような状況の中で当社グループは、今年度からスタートした新中期３ヵ年経営計画（ＣＨＡ

ＬＬＥＮＧＥ ＳＥＩＫＯ ＩＣ ２０１１）のもと”持続的な高収益を目指して、『経営革新

(Innovation)と利益創造(Creation)』に挑戦する”をテーマに４つの重点課題(①お客様第一の事業

運営の推進、②経営基盤の構築と高収益化の実現、③ＣＳＲ経営の推進、④人材の育成)を掲げ、経

済悪化に対し強い企業体質へ向けた施策を講ずるとともに、｢環境・エネルギーソリューション｣に

向けた事業展開を進めてまいりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間の当社グループの受注高は3,553百万円、売上高は3,010百

万円、損益につきましては、営業損失は217百万円、経常損失は229百万円、四半期純損失は229百万

円となりました。 

なお、当第２四半期連結累計期間の当社グループの受注高は7,411百万円、売上高は8,101百万円、

損益につきましては、営業利益は32百万円、経常利益は91百万円、四半期純利益は55百万円となり

ました。 

当第２四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

（電力システム事業） 

   リプレース・メンテナンス市場の拡大に向け営業活動強化を図り、配電自動化システムや工務系

計算機システム、操作支援システム関連が堅調に推移いたしました。その結果、受注高は1,115百万

円、売上高は1,008百万円となりました。 

 

（社会システム事業） 

   首都圏を中心とした営業展開を進め、官公庁向け監視制御システム関連などは堅調に推移いたし

ましたが、経済環境の悪化による設備投資抑制の影響を受け、国内の産業向け受変電システムや中

国関連での受注が減少いたしました。その結果、受注高は1,524百万円、売上高は1,054百万円とな

りました。 

 

（情報システム事業） 

   システム運用サービス、ＡＳＰといったサービス事業や業務システム関連を中心に営業展開を進

め、エネルギー会社向け業務管理システムなどが好調に推移し、受注高は458百万円、売上高は432

百万円となりました。 

 

（情報・制御コンポーネント事業） 

   半導体市場悪化の影響を受け、特にメカトロ事業が大幅に落ち込み、受注高は252百万円、売上高

は256百万円となりました。 

 

（その他事業） 

   環境・省エネを基軸としたサービス事業に取り組んでまいりましたが、産業関連の設備投資抑制

などにより、受注高は202百万円、売上高は259百万円となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

（流動資産） 

  当第２四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して2,517百万円減少

し、7,356百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が2,338百万円減少したことによ

るものであります。 

（固定資産） 

  当第２四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して148百万円減少し、

5,123百万円となりました。これは主に、投資有価証券が時価の下落等により34百万円減少したこと

や有形固定資産が減価償却等により105百万円減少したことによるものであります。 

（流動負債） 

  当第２四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して2,636百万円減少

し、5,825百万円となりました。これは主に、短期借入金が1,913百万円減少したことや支払手形及

び買掛金が956百万円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

  当第２四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末とほぼ同額の1,930百万円と

なりました。 

（純資産） 

  当第２四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して29百万円減少し、

4,723百万円となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金が時価の下落により20百万円減

少したことによるものであります。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

    当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半

期連結会計期間末に比べ67百万円減少し、622百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、1,832百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純損失

240百万円、仕入債務の減少1,690百万円による資金の減少があったものの、売上債権の減少3,472百

万円によりキャッシュ・フローが増加したことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は、46百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得等に

よる支出があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、1,854百万円となりました。これは、主に短期借入金の返済によ

るものであります。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は49百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありま

せん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 11,953,695 11,953,695 福岡証券取引所 単元株式数100株 

計 11,953,695 11,953,695 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成21年４月１日～ 
平成21年６月30日 

― 11,953 ― 2,323 ― 1,603
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(5) 【大株主の状況】 

平成21年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１番82号 1,736 14.52

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,630 13.63

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神１丁目11番17号 1,133 9.47

株式会社九電工 福岡市南区那の川１丁目23番35号 619 5.18

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・西部瓦斯株
式会社退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 552 4.62

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 517 4.33

土屋次子 福岡市中央区 466 3.90

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 459 3.84

土屋直知 福岡市中央区 271 2.27

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 165 1.38

計 ― 7,552 63.18

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,320,777株(11.04％)があります。 

 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成21年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  1,320,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,618,600 106,186 ― 

単元未満株式 普通株式     14,395 ― ― 

発行済株式総数 11,953,695 ― ― 

総株主の議決権 ― 106,186 ― 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式77株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権９

個）が含まれております。 
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② 【自己株式等】 

平成21年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
(株) 

他人名義 
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

  (自己保有株式) 
株式会社正興電機製作所 

福岡市博多区東光２丁目 
７番25号 

1,320,700 ― 1,320,700 11.04

計 ― 1,320,700 ― 1,320,700 11.04

 

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成21年 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 485 485 520 500 500 485

最低(円) 410 444 450 480 467 460

(注) 最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、

改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビュー

を受けております。 

なお、監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で有限責任監査法人へ移行したことに伴い、名称

を有限責任監査法人トーマツに変更しております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 725 1,048

受取手形及び売掛金 4,237 ※２  6,576

有価証券 141 148

商品及び製品 121 124

仕掛品 1,830 1,611

原材料 177 199

その他 198 246

貸倒引当金 △75 △81

流動資産合計 7,356 9,873

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,346 2,369

その他（純額） 1,135 1,219

有形固定資産合計 ※１  3,482 ※１  3,588

無形固定資産 114 119

投資その他の資産   

投資有価証券 1,352 1,386

その他 180 176

貸倒引当金 △7 －

投資その他の資産合計 1,526 1,563

固定資産合計 5,123 5,271

資産合計 12,479 15,145

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,093 4,050

短期借入金 1,457 3,370

未払法人税等 25 33

その他 1,249 1,008

流動負債合計 5,825 8,462

固定負債   

退職給付引当金 1,606 1,559

その他 324 370

固定負債合計 1,930 1,929

負債合計 7,756 10,392
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,323 2,323

資本剰余金 1,618 1,618

利益剰余金 1,276 1,273

自己株式 △570 △569

株主資本合計 4,646 4,644

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 82 103

為替換算調整勘定 △25 △23

評価・換算差額等合計 57 80

少数株主持分 19 28

純資産合計 4,723 4,753

負債純資産合計 12,479 15,145
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 8,101

売上原価 6,707

売上総利益 1,393

販売費及び一般管理費 ※１  1,361

営業利益 32

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 9

為替差益 52

その他 24

営業外収益合計 87

営業外費用  

支払利息 14

その他 13

営業外費用合計 27

経常利益 91

特別損失  

減損損失 14

特別損失合計 14

税金等調整前四半期純利益 77

法人税、住民税及び事業税 14

法人税等調整額 △2

法人税等合計 11

少数株主利益 9

四半期純利益 55
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 3,010

売上原価 2,546

売上総利益 464

販売費及び一般管理費 ※１  682

営業損失（△） △217

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 9

受取賃貸料 4

その他 4

営業外収益合計 18

営業外費用  

支払利息 2

為替差損 19

その他 7

営業外費用合計 29

経常損失（△） △229

特別利益  

投資有価証券評価損戻入益 2

特別利益合計 2

特別損失  

減損損失 14

特別損失合計 14

税金等調整前四半期純損失（△） △240

法人税、住民税及び事業税 8

法人税等調整額 △4

法人税等合計 3

少数株主損失（△） △14

四半期純損失（△） △229
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 77

減価償却費 177

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △10

支払利息 14

売上債権の増減額（△は増加） 2,374

たな卸資産の増減額（△は増加） △186

仕入債務の増減額（△は減少） △972

その他 305

小計 1,826

利息及び配当金の受取額 10

利息の支払額 △13

法人税等の支払額 △23

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,799

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △42

定期預金の払戻による収入 38

有価証券の取得による支出 △237

有価証券の償還による収入 244

有形固定資産の取得による支出 △145

投資有価証券の取得による支出 △3

その他 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △165

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,913

自己株式の取得による支出 △0

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △53

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,967

現金及び現金同等物に係る換算差額 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △327

現金及び現金同等物の期首残高 950

現金及び現金同等物の四半期末残高 622
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

 会計処理基準に関する事項の変更 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益が36百万円それぞれ減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 

 

【簡便な会計処理】 

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

特記すべき事項はありません。 

 

【追加情報】 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号）に伴い、法定耐

用年数及び資産区分が見直されました。これにより、当社及び一部の連結子会社の機械装置については、

従来耐用年数を主として５～12年としておりましたが、第１四半期連結会計期間より主として５～10年に

変更しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ10百万円減少しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 6,047百万円 

 

――――――― 

 

 

 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  5,892百万円

 

※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。従って、当連結会計年度末日は、金

融機関の休業日のため、期末日満期手形が次の科

目に含まれております。 

受取手形 90百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

退職給付費用 45百万円

給与及び手当 549百万円

賞与引当金繰入額 104百万円
 

 ２ 当社グループの売上高は、事業の性質上、第１

四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間の売上高が他の四半期連結会計期間と比較し

て多くなる傾向があります。 

 

第２四半期連結会計期間 

 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

退職給付費用 22百万円

給与及び手当 272百万円

貸倒引当金繰入額 ７百万円
 

 ２ 当社グループの売上高は、事業の性質上、第１

四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間の売上高が他の四半期連結会計期間と比較し

て多くなる傾向があります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 725百万円

預入期間が３か月超の定期預金  △ 103 〃 

現金及び現金同等物 622百万円
  

 

(株主資本等関係) 
 

当第２四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１

日 至 平成21年６月30日) 
 
１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 11,953,695

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 1,320,777

 

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 53 5.00 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

 

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行

っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。 

 

(有価証券関係) 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 

 
電力 
システム 
(百万円) 

社会 
システム
(百万円)

情報 
システム
(百万円)

情報・制
御コンポ
ーネント
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

1,008 1,054 432 256 259 3,010 ― 3,010

 (2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

0 1 35 76 132 247 (247) ―

計 1,008 1,055 467 333 392 3,257 (247) 3,010

営業利益又は 
営業損失（△） 

23 △114 13 △119 △20 △217 ― △217

 
(注)  １ 事業区分の方法は、製品の種類、製造方法及び販売市場等の類似性に基づきました。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1) 電力システム…………………電力制御システム、電力用開閉装置、配電自動化用電子機器、電力業務情報化 

(2) 社会システム…………………公共・環境システム、産業用プラントシステム、需要家向受変電システム 

(3) 情報システム…………………ＡＳＰサービス、システムインテグレーション、ｅラーニングサービス 

(4) 情報・制御コンポーネント…メカトロニクス装置、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜フィルム、 

蓄電システム 

(5) その他…………………………汎用電気品等 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

 

 
電力 
システム 
(百万円) 

社会 
システム
(百万円)

情報 
システム
(百万円)

情報・制
御コンポ
ーネント
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

2,226 3,830 902 553 588 8,101 ― 8,101

 (2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

0 12 100 186 268 568 (568) ―

計 2,226 3,842 1,002 739 857 8,669 (568) 8,101

営業利益又は 
営業損失（△） 

159 57 17 △187 △14 32 ― 32

 
(注)  １ 事業区分の方法は、製品の種類、製造方法及び販売市場等の類似性に基づきました。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1) 電力システム…………………電力制御システム、電力用開閉装置、配電自動化用電子機器、電力業務情報化 

(2) 社会システム…………………公共・環境システム、産業用プラントシステム、需要家向受変電システム 

(3) 情報システム…………………ＡＳＰサービス、システムインテグレーション、ｅラーニングサービス 
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(4) 情報・制御コンポーネント…メカトロニクス装置、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜フィルム、 

蓄電システム 

(5) その他…………………………汎用電気品等 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、電力

システム事業で23百万円、社会システム事業で９百万円、情報システム事業で０百万円、情報・

制御コンポーネント事業で２百万円それぞれ減少しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。  
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日) 

  

 442.42円 
 

  

 444.30円 
 

 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 5.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 
 

項目 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 55

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 55

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,634

 

第２四半期連結会計期間 

 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり四半期純損失 21.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 
 

項目 
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△) 
(百万円) 

△229

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △229

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,633
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

 

２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年８月７日 

株式会社正興電機製作所 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  久  留  和  夫  ㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  中  野  宏  治  ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社正興電機製作所の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月 

１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社正興電機製作所及び連結

子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四

半期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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